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１　研究の背景と目的および方法
一般に野菜生産は零細な家族経営で担わ

れているので、生産者の高齢化と共に零細
経営は離農する。従って、今後は大規模生
産者に野菜の生産と供給を依存せざるを得
ない状況である。

ちなみに表１は平成22年と27年の露地
野菜に関する販売目的の野菜類の作付面積
別経営体数を示しているが、全国も九州も
福岡も作付面積規模が３ヘクタールを基軸

として両極分解（基軸以上の作付面積では
経営体数が増加し、基軸以下の作付面積で
は経営体数が減少）していることが分か
る。表２は同期間の施設野菜の経営体数の
変化を表示しているが、１ヘクタールが両
極分解の基軸であることが分かる。

27年現在、露地野菜と施設野菜につい
て分解基軸以上の経営体数の全体に占める
割合は、全国も九州も福岡も３〜６％に過
ぎない。この３〜６％の少数の経営体をよ
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【要約】

野菜生産では零細経営に代わって、生産から販売まで総合的に展開する野菜生産者組織
が重要になっている。しかし生産・調製段階で大型機械が利用できない生鮮軟弱野菜の場
合は生産、選別、調製、出荷など手作業に依存したプロセスが多く、労働力不足が顕在化
した農村では課題が多い。さらに実需者や消費者からは多様な小袋化を要請され、農協で
は対応できなくなっている。これらの課題を解決している「太郎グループ」は、川下の多
様な要請に応じ、栽培面積を徐々に増やし大規模野菜生産に成功している。

表１　販売目的の野菜類の作付面積規模別経営体数（露地）
（単位：経営体）

作　　付
経営体数

0.1ha
未　満

0.1 〜
0.2ha

0.2 〜
0.3ha

0.3 〜
0.5ha

0.5 〜
1.0ha

1.0 〜
1.5ha

1.5 〜
2.0ha

2.0 〜
3.0ha

3.0 〜
5.0ha

5.0 〜
10.0ha

10.0ha
以上

全国

平成 22年 377,003 84,384 83,492 50,816 54,271 48,599 19,767 9,584 10,485 8,138 5,552 1,915 

平成 27年 330,725 85,138 69,764 39,632 43,161 40,932 17,060 8,612 9,554 8,315 6,010 2,547 

増減率 ▲ 12.3 0.9 ▲ 16.4 ▲ 22.0 ▲ 20.5 ▲ 15.8 ▲ 13.7 ▲ 10.1 ▲ 8.9 2.2 8.2 33.0

九州

平成 22年 53,843 10,280 12,029 7,688 8,230 7,497 3,095 1,548 1,663 1,114 505 194 

平成 27年 46,602 9,714 9,595 6,084 6,644 6,430 2,766 1,485 1,583 1,289 703 309 

増減率 ▲ 13.4 ▲ 5.5 ▲ 20.2 ▲ 20.9 ▲ 19.3 ▲ 14.2 ▲ 10.6 ▲ 4.1 ▲ 4.8 15.7 39.2 59.3

福岡

平成 22年 9,434 2,142 2,231 1,340 1,425 1,231 432 220 201 134 67 11 

平成 27年 7,669 1,869 1,706 988 1,068 997 398 176 200 168 76 23 

増減率 ▲ 18.7 ▲ 12.7 ▲ 23.5 ▲ 26.3 ▲ 25.1 ▲ 19.0 ▲ 7.9 ▲ 20.0 ▲ 0.5 25.4 13.4 109.1

資料：農林水産省「2015年　農林業センサス」より作成。

〔特集〕野菜農業における担い手の育成・確保に向けた取り組み
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り強固な経営体に育成していくことが、将
来のわが国の野菜生産にとって極めて重要
である。

大規模野菜生産者の数はあまり多くはな
いが、各地で優良事例が散見されるので、
その成功要因と今後の課題を分析すること
は、野菜の生産維持拡大の推進にとって不
可欠である。

本稿では、そのような認識の基に、まず
野菜生産に熱心に取り組んでいる福岡県の
現状を見て、次に福岡県の野菜生産の優良
事例を対象に聞き取り調査を実施する。そ
の結果を踏まえて大規模野菜生産販売法人
の成功要因を分析し、今後の課題を考察す
る。

２　九州と福岡県における野菜生産の取り
組み

（１）九州における野菜の生産状況
九州の平成26年の農業産出額は、肉用

牛、豚および鶏の価格の上昇により、前年
に比べ286億円（1.7％）増加し、１兆
7017億円であった（※１）。部門別では、畜
産が7403億円で全体の43.5％を占め、次
いで野菜が4435億円（26.1％）、米1618
億円（9.5％）、果実1247億円（7.3％）と

なっている。
図１に示すように農業産出額は鹿児島県

4263億円（全国３位）、宮崎県3326億円
（同５位）、熊本県3283億円（同６位）、
福岡県2170億円（同14位）が九州では
上位４県となっている。県別の特徴とし
て、南部の宮崎県、鹿児島県は畜産のウエ
イトが高く、北部の福岡県、熊本県などは
野菜のウエイトが高くなっている。

平成26年産の九州における指定野菜
（14品目）の収穫量は、約182万4600ト
ンで全国シェア16.1％を占めている。九
州で収穫量の全国シェアが高い品目はピー
マン４万9080トン（全国シェア33.8％）、
トマト19万8200トン（同26.8％）、さと
いも４万3400トン（同26.2％）、きゅう
り12万500トン（同22.0％）、だいこん
31万3300トン（同21.6％）である。

九州においても野菜産地では、 高齢化の
進展、担い手の減少などによる産地基盤の
脆
ぜいじゃく

弱化が進んでいることに加え、加工・業
務用需要については、国産ニーズが高いに
も関わらず、産地が十分対応できていない
ことから、輸入野菜の使用割合が増加して
いる。このため、農林水産省では、担い手
を中心とした競争力ある生産供給体制の確

表２　販売目的の野菜類の作付面積規模別経営体数（施設）
� （単位：経営体）

作　　付
経営体数

0.1 ha
未　満

0.1 〜
0.2ha

0.2 〜
0.3ha

0.3 〜
0.5ha

0.5 〜
1.0ha

1.0 〜
1.5ha

1.5 〜
2.0ha

2.0 〜
3.0ha

3.0 〜 �
5.0ha

5.0 〜�
10.0ha

全国

平成 22年 134,068 45,016 29,278 21,715 21,271 11,963 2,597 994 724 333 166 

平成 27年 110,983 39,708 21,449 16,534 16,693 11,012 2,890 1,118 861 440 213 

増減率 ▲ 17.2 ▲ 11.8 ▲ 26.7 ▲ 23.9 ▲ 21.5 ▲ 7.9 11.3 12.5 18.9 32.1 28.3

九州

平成 22年 29,165 4,737 6,259 6,408 6,568 3,737 884 302 193 56 19 

平成 27年 25,055 4,454 4,982 5,301 5,367 3,333 900 344 254 77 36 

増減率 ▲ 14.1 ▲ 6.0 ▲ 20.4 ▲ 17.3 ▲ 18.3 ▲ 10.8 1.8 13.9 31.6 37.5 89.5

福岡

平成 22年 5,014 943 1,203 1,337 974 390 101 32 16 10 7 

平成 27年 4,344 750 980 1,184 867 344 109 35 38 20 15 

増減率 ▲ 13.4 ▲ 20.5 ▲ 18.5 ▲ 11.4 ▲ 11.0 ▲ 11.8 7.9 9.4 137.5 100.0 114.3

資料：農林水産省「2015年　農林業センサス」より作成。
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立などを図ることを目的として、野菜の
「産地強化計画」の策定を推進している。
この計画において、各産地は「低コスト
化」、「高付加価値化」、「契約取引推進」、

「資材低減」、「加工・業務用推進」のいず
れかの項目に係る戦略を策定し、出荷量な
どの数値目標を定めることとなっている。
平成28年３月末現在、九州では496産地
で策定され、計画に基づいた取り組みが実
施されている。

また、消費者・実需者のニーズに的確に
対応した野菜の安定供給体制を構築するた
め、施設栽培における初期コストの低減や
出荷期間の拡大に資する低コスト耐候性ハ
ウスの導入、流通の合理化や鮮度保持に向
けた集出荷貯蔵施設などの整備を支援して
いる。さらに、産地の拡大などによる生産
量の増加に伴い、流通コストの低減や販売
単価の上昇などを目指した集出荷貯蔵施設
の再編利用に対しても支援している。

（２）福岡県の農業と野菜生産の全国的位置
福岡県の農家数は約５万3000戸で全国

シェアは2.4％（全国17位）、耕地面積は
約８万5000ヘクタールで全国シェアは
1.9％（同15位）であるが、農業産出額は
前述のように2170億円で全国シェアは
2.6％（同14位）である。うち野菜の農業
産出額は772億円で全国シェアは3.4％で

（同10位）であるなど、福岡県では野菜生
産が盛んである（上記の農家数は2015年
農林業センサス、耕地面積は平成27年耕
地面積調査、農業産出額は平成26年生産
農業所得統計からの資料による）。

表３に福岡県の主要野菜の栽培面積と生
産量および全国的位置を示す（※２）。いちご
の栽培面積は450ヘクタールで全国シェア
は８％、生産量は約１万7000トンで全国
シェアは10％（全国２位）である。みず
なの栽培面積は246ヘクタールで全国シェ
アは10％、生産量は約4500トンで全国
シェアは11％（全国２位）である。セル
リーと冬春なすが全国３位、しゅんぎくが
全国４位、冬春トマトが全国５位である。

図１　農業産出額主要部門県別構成（平成26年）

資料：「平成27年度九州食料・農業・農村情勢報告」

（百億円）
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（３）福岡県の野菜生産における特徴的な取
り組み

福岡県においても農業従事者の高齢化の
影響で野菜の生産量が減少しているが、そ
れに対応するために雇用型野菜生産を行う
経営体の育成が進展している。図２に示す
ように雇用型経営が、野菜では平成23年
に448経営体であったものが27年には
621経営体に大幅に増加している。増加
した経営体が栽培する野菜はいちごと軟弱
野菜が多い。雇用型経営体の増加は規模拡

大に貢献していることが分かる。
図３のように、福岡県においては外食産

業などの需要に対応して、農協や直売所、
農業生産法人の直接取引が増加している。
特に、鮮度を重視する小売業者との直接取
引や加工業者との連携による商品開発・販
売を行う農業生産法人が増加している。

また、福岡県においては毎年のように襲
来する台風などの強風に強く、気候に左右
されにくい耐候性ハウスの導入を促進して
おり、図４に示すように27年度の耐候性

図２  園芸農業における雇用型経営体の推移 図３　�直接取引を行う農協、直売所、農業
生産法人数

資料：�「福岡県農林水産業・農山漁村の動向─平成27年度 農林水産
白書─」

資料：�「福岡県農林水産業・農山漁村の動向─平成27年度 農林水産
白書─」

表３　福岡県の主要野菜の栽培面積と生産量および全国的位置（平成26年度）
区　分

項　目
単　位 全国順位

全国計

主　　　産　　　県 全国シェア 全国面積
県面積

（単位：ha）1 2 3 4 5 面積 収穫量

野　菜

い ち ご ｔ
2 栃木 福岡 熊本 静岡 長崎 5,570

164,000 25,400 17,200 11,600 11,100 10,600 8％ 10％ 450

み ず な ｔ
2 茨城 福岡 京都 埼玉 兵庫 2,500

41,800 16,600 4,530 2,600 2,230 1,980 10％ 11％ 246

しゅんぎく ｔ
4 千葉 大阪 茨城 福岡 群馬 2,010

31,000 4,130 3,750 2,560 2,250 1,930 8％ 7％ 157

セ ル リ ー ｔ
3 長野 静岡 福岡 愛知 香川 601

34,000 14,600 7,190 3,580 2,740 806 9％ 11％ 53

冬春トマト ｔ
5 熊本 愛知 栃木 千葉 福岡 3,960

391,300 100,900 40,700 29,100 23,800 17,900 3％ 5％ 131

冬 春 な す ｔ
3 高知 熊本 福岡 愛知 大阪 1,120

119,400 38,400 25,200 16,400 8,630 4,950 10％ 14％ 116

資料：「福岡県農林水産業・農山漁村の動向―平成27年度 農林水産白書―」
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ハウスの導入面積は349ヘクタールで、
23年度以降毎年３ヘクタールずつ増加し
ていることが分かる。

３  農家の組織化と生産調製販売の分業化に
より発展した太郎グループの取り組み

（１）任意組合設立により建設した施設での
共選共販の概要と効果

福岡県三井郡大刀洗町山隈にある「太郎
グループ」は10戸の野菜生産者が設立し
た任意組合である（現在は７戸）。グルー
プ設立以前から野菜生産者は安全・安心を
心がけた野菜栽培を行い、農協出荷をして
いたが、徐々に出荷規格（サイズ、グラム
数、包装形態など）の要請が販売先から多
岐にわたるようになり、農協出荷では対応
できなくなっていた。

そこで大坪政輝氏（現在は、太郎グルー
プの野菜販売を代行する後述の販売会社で
ある株式会社「太郎」（以下「㈱太郎」と
いう）の代表取締役会長）が中心となって、
大刀洗青果物流通拠点施設（以下「パッ
ケージセンター」という）の建設を開始し、
平成16年３月に竣工した。それを契機に

して大坪政輝氏の次男である大坪義揚氏を
組合長として同年に任意組合「太郎グルー
プ」が設立された。（写真１）。

パッケージセンターの敷地面積は5412
平方メートル（1640坪）、施設面積2254
平方メートル（683坪）、総事業費約２億
9431万円（うち国庫補助は１億4715万
円）であった。現在、約40名のパート（女
性、高齢者、身障者を含む）を雇用し、
20名の２交代制で運営している。パッ
ケージセンター内での作業は冷暖房完備で
運動靴での作業であるので、雇用者の確保
は各生産者の野菜栽培作業での雇用より比
較的楽である。幸い近くに団地ができたこ
とも雇用者確保を好転させた要因になって
いる。

一般的な共同出荷販売は、個々の生産
者が個々に選別するので、個選共販であ
り、個々の生産者の目合わせは行ってい
るものの品質にバラツキが発生する可能
性が高い。一方、太郎グループの場合は
パッケージセンターで共同選別・調製し、
さらに㈱太郎を経由して共同販売するの
で、太郎グループの野菜は共選共販品と
なり、品質が均一化され、また大量製造
販売が可能なので、結果的に市場や量販
店、外食産業から高い信頼を得ている（写

写真１　組合長（大坪義揚氏（右））と筆者

図４　耐候性ハウスの導入面積

資料：�「福岡県農林水産業・農山漁村の動向―平成27年度 農林水産
白書―」
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真２）。
現在の太郎グループの事業内容は、野菜

の圃
ほ

場
じょう

からの保冷車を用いた集荷、パッ
ケージセンターでの洗浄、調製、包装、保
冷など各種の施設・機械の共同利用および
ＩＴ機器を用いたデータの共同管理である。

パッケージセンターの機能強化により、
生産者は野菜の集荷作業や包装作業の負担
から解放され、圃場での野菜生産活動に集
中でき、より安全・安心な野菜作りに取り
組めるようになり、さらなる規模拡大を図

ることが可能になった。また、パッケージ
センターによる大量な野菜の一括管理によ
り、一層厳しい品質管理を行うことがで
き、今まで以上に多様な販売先の要請に応
えることができるようになった。

太郎グループの平成27年の経営概要は
表４の通りである（※３）。7戸の野菜栽培面
積は４万6000坪（15.18ヘクタールで、
出荷量は1620トン、販売額は７億2600
万円である。１戸平均１億円以上の販売額
を上げているのは特筆に値する。栽培方法
は、表５の通りである。

写真２　共同選別・調製の様子

表４  太郎グループの経営概要（平成27年）
品　目 面積（坪） 出荷量（ｔ）売上高（百万円）

ね　　　ぎ 11,000 206 192
こ ま つ な 11,000 516 164
み　ず　な 13,000 559 199
ほうれんそう 10,000 330 161
そ　の　他 1,000 9 10

合　計 46,000 1,620 726
資料：太郎グループのＨＰ

表５　太郎グループの野菜栽培方法
品　　目 品　　種 栽培方法 商品規格 中心規格

ねぎ 若殿、千姫、みや
び姫、ＦＤＨなど

ハウス栽培で年４回
転の周年栽培・周年
出荷

Sサイズの 40 グラム袋詰めか
ら 9キログラムのバラ詰めまで
の 16タイプ

Mサイズの
100 グラム
袋詰め

こまつな 乃木坂、菜々音、
浜美２号、いなむ
ら、冬里など

ハウス栽培で年７回
転の周年栽培・周年
出荷

5サイズの 40 グラム袋詰めか
ら 9キログラムのバラ詰めまで
の 16タイプ

中心規格は
Mサイズの
200 グラム
袋詰め

みずな 早 生 千 筋 京 水
菜、早生はりはり
６０５京水菜、早
生はりはり京水菜

ハウス栽培で年７回
転の周年栽培・周年
出荷

商品規格は Sサイズの 75グラ
ム袋詰めから 9キログラムのバ
ラ詰めまでの 15タイプ

中心規格は
Mサイズの
150 グラム
袋詰め

ほうれんそう ハンター、ミラー
ジュ、ビーナス、
進太郎、クロノス、
オシリスなど

ハウス栽培と 11 ～
３月の露地栽培で周
年栽培・周年出荷

資料：太郎グループのＨＰ
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（２） 太郎グループの生産から販売までの
流れ

独立した生産者がそれぞれの圃場で生産
した主に４種類の野菜を、まずパッケージ
センターの保冷車が１日に３〜４回（ほぼ

２時間ごとに）、各生産者の域内各地に点
在した圃場を巡回して集荷する（写真３）。

集荷した野菜をパッケージセンターにお
いて酸性の電解水で洗浄し、その後地下水
で中和するなどして、細菌の増殖を抑える

（写真４）。これにより鮮度を維持できるメ
リットがある。その後、一次予冷をして、
販売先の要望（サイズ、重量、包装形態な
ど）に沿って分類・計量し、調製・包装・
梱包して、予冷庫にて二次予冷後に、㈱太
郎を通じて、日本各地の市場や商社、量販
店、外食産業に出荷するなど、スピー
ディーに消費者に新鮮な野菜を届けるシス
テムを構築している（写真５）。生産から
販売までの流れは図５の通りである。

図５　太郎グループの生産から販売までの流れ

写真３　集荷して運ぶ保冷車

資料：太郎グループのＨＰより作成

写真４　�パッケージセンターにて電解水で
洗浄

写真５　包装の様子
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（３）太郎グループの安全性と鮮度の確保
生産する野菜の安全性を確保するために

５点を確実に実行している。
第１点は、野菜作りの基本は土作りであ

るという理念のもと、国内産完熟堆肥の有
機質肥料を使用している。化学肥料の施用
はわずかである。

第２点は、朝収穫して当日中に出荷する
システムの構築によって鮮度維持に努めて
いる。

第３点は、野菜の品目ごとに農薬のタン
クや動力噴射機を分けて使用し、農薬の誤
使用や事故を防止している。

第４点は、各圃場で収穫し、保冷車で
パッケージセンターに搬入した野菜を電解
水に浸し、殺菌処理をし、その後予冷・袋
詰め・出荷をするなど棚持ちを長くする努
力を行っている。

第５点は、公益財団法人福岡県農業振興
推進機構の「減農薬・減化学肥料認証制度」

（現在は福岡県の「ふくおかエコ農産物認
証制度」に移管された。化学合成農薬の散
布回数（成分回数）と化学肥料の使用量を、
ともに県基準の半分以下で生産する栽培計
画を認証する制度）に沿って栽培してお
り、こまつなとみずなが認証を受けてい
る。

（４）太郎グループの生産性向上の取り組み
生産性の向上の取り組みとして６点が指

摘できる。第１は、野菜栽培は各農家の創
意工夫と自主性に任せている。第２は、「栽
培」とパッケージセンターでの「集荷・洗
浄・包装・出荷作業」を分離し、共同化し
ている。これにより、実需者の商品規格が
16にも達するような多様な要望に柔軟に
対応できるようになっている。生産者は栽

培以外の作業から解放され、栽培に集中で
きるようになったため、Ａ級品の出荷率が
向上した。

第３は、パッケージセンターでの共同梱
包により、包装・出荷作業における品質の
均一化が図られ、実需者から高い評価を受
けることができるようになったことであ
る。

第４は、パッケージセンターでの共同梱
包により、袋に使うフィルムをロール単位
で購入し、また出荷用の段ボール類をまと
めて割り引いて購入できるようになったた
め、資材の一括購入によるコストダウンが
可能になっている。

第５は、７戸の生産者と太郎グループの
組合長（後述の販売会社の社長も兼務）を
加えた８名による週次のミーティングによ
り、コスト要因の分析検討会や販売情報を
共有でき、実需者や消費者の意向を反映し
た生産や新品目の選定、補助事業の活用、
外国人技能実習生の受け入れ、防除技術な
ど農業経営全般に関する情報共有を図り、
意見交換を行い、経営力の向上に努めてい
る。

第６は、外部委員やコンサルタントを交
えた検討会の開催により、生産者ごとのコ
ストや収量の比較分析を通じ、より競争力
のある産地への取り組みを強化しているこ
とである。

（５）太郎グループの原価提示型販売とコス
ト分析による改善点の明確化

野菜生産におけるコストの要因を総合的
に調査分析し、それに基づいた適正な販売
価格を設定する「原価提示型販売」を展開
している。野菜価格は卸売市場価格に大き
く影響されるので、提示した原価通りに販
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売価格が決定されるわけではない。しか
し、原価を明確にすることによってコスト
低減と生産性向上に努め、野菜の安定した
供給と収益が得られるよう努力する目標を
明確にしている。

ちなみに、生産コストの算出には、「野
菜の生産コスト」、「集出荷と流通のコス
ト」、「経営的、総合的なコスト」の３つに
分け、費目ごとのコスト表を作成、それを
もとに全生産者の調査を行っている。７戸
の生産者の野菜は、27圃場の約300棟の
ハウスで栽培されているが、野菜はハウス
ごとに出荷されるので、ハウスごとの品目
別出荷量が把握されている。一方肥料代や
農薬代、労働時間と労働費もハウスごとに
品目別に計算できるので、品目別ハウス別
に１キログラム当たり生産費が計算でき
る。

このデータをパッケージセンターの２階
の会議室で開催される週次のミーティング
で開示し、データを検討することによって
各自のデータの精度が向上し、価格交渉の
基礎データとなる。さらには各生産者が
データを相互比較することによって栽培技
術と経営管理能力の向上に役立ち、切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

する原動力になっている。
調査結果をもとに外部委員やコンサルタ

ントを交えた検討会でも、各生産者のコス
トと収量の比較分析を行い、変動要因や生
産者間の差異の根拠を明確にし、検証した
結果を「原価」として提示している。この
ような合理的な適正原価をもとに生産者自
らが販売価格を設定する「原価提示型販
売」は、取引先への安定した供給と生産者
にとっての生産性向上・コスト削減・収益
安定という、両者にとってメリットがある
と考えられている。

（６）販売会社㈱太郎による販売 
パッケージセンターで調製された野菜

は、パッケージセンターの敷地内にある販
売会社㈱太郎を通して販売している。この
会社は現社長大坪義揚氏（パッケージセン
ター長を兼務）の父親（販売会社㈱ 太郎
の現会長）が平成14年１月30日に設立し
た有限会社太郎を母体にしている。

設立当初は、ねぎのみの販売だったが、
こまつな・みずなと品目も増えていき、取
引先においても、市場との取引がメイン
だったのが、徐々に仲卸・量販店・生協・
加工業・外食産業との取引も増えてきた。

20年に社長と他２名を株主とし株式会
社太郎が設立され、27年には現社長が就
任し、以前の社長は会長に昇格した。

現在の販売先は市場（全体の30％程
度）、商社、量販店、外食産業などである。
出荷市場は福岡県、大分県、大阪府などの
関西の卸売市場であり、市場に出荷するこ
とにより市況動向を敏感に察知している。
量販店は北海道（冬場）から沖縄まで全国
展開しており、取引先によっては先方の要
請により、包装資材に太郎グループの全生
産者の集合写真をプリントし、安全性と安
心感をアピールするなど高付加価値化に取
り組んでいる。外食産業はハンバーグ、あ
るいはちゃんぽんを主体として全国展開し
ている各店舗の味噌汁や具材の材料として
利用されている。商社は福岡市内に本社を
置く総合商社である。

販売価格は前述した圃場での原価それに
パッケージセンターでの費用を加味し、ま
た各地の市場価格を勘案して交渉してお
り、調査時点（平成28年７月29日）では
１キログラム当たりに換算するとねぎが
800〜900円、こまつな300円、みずな
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350円であった。
パッケージセンターから各販売先の物流

は輸送会社に依頼しており、代金回収は卸
売業者を介し、債権保全にも配慮してお
り、現在のところ順調に推移している（写
真６）。

４　大規模野菜生産者の栽培と経営の実態
（１）大坪政樹氏の経営の概況と経営理念

７戸の生産者のうち規模が最大の大坪
政樹氏は、前述の販売会社㈱太郎の現会
長である大坪政輝氏の長男であり、平成
８年に大坪政輝氏によって設立された有
限会社大坪物産（以下「㈲大坪物産」と
いう）を平成14年に継承して、社長に就
任した（写真７）。主な生産品はねぎ・こ
まつな・みずな・ほうれんそう・スナッ
プえんどう・キャベツなどである。多品
目を安定して生産するために、平地と高
冷地合わせて5.6ヘクタール、約120棟の
ハウス施設と、２ヘクタールの露地で生
産するだけではなく、カットねぎの加工
にも取り組んでいる。27年度の販売額は
２億3700万円であった（写真８）。

季節ごとの生育日数、収量、作業量など
の情報を、ＩＴを活用してデータ管理する
ことによって、規模拡大に伴って必要とな

る計画性と戦略立案力を強化している。
夏場の葉菜類の生産適地を求め、福岡県

の東南部に位置する標高500メートルの
福岡県朝倉郡東峰村小石原にもハウスを建
設している。緻密な生産管理によって小ね
ぎはグループでトップのＡ品率を維持し、
単位面積当たりの収量ではみずながグルー
プでトップ、こまつなは２番目である。

大坪政樹社長の経営理念は明確で、「①
私たちは、魅力ある農業を創造し、地域と
社会に貢献します。②私たちは、「志」を
もって行動し、自己の幸せを実現します。」
の２点を掲げている。

写真６　各販売先に配送される様子

写真７　大坪政樹氏（右）と筆者
　　（後ろはねぎの圃場）

写真８　こまつなの栽培の様子
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（２）栽培ハウスの特徴
ハウス120棟を10カ所の圃場に建設し

ている。ハウスの間口は６メートルであ
り、長さは圃場（水田）の形状によっても
違うが70〜100メートルである。ハウス
は長期展張フィルムを張り、ハウスの外に
雨センサーを設置し、ハウスの中は自動潅

かん

水装置が備え付けられている。ハウスには
遮光資材を貼って高温対策をしている。

散水には２つのタイプがある。ハウスの
上部から１時間に50ミリ散水する従来の
ノズル方式とハウスの両脇からは霧状に１
時間に20ミリ散水するチューブ方式があ
るが、霧状の散水ではハウス内の地割れが
発生しないメリットがある。

ハウス１棟建設するのには、坪当たり
２万円強を要する。２年前に2100坪分の
ハウスを県の「高収益型園芸事業」を活用
して建設したが、投資額は2000万円を上
回った。

ねぎだけを栽培する場合は年間３〜3.5
回の回転であり、４回転は難しいので、ね
ぎ、こまつな、みずな、ほうれんそうの輪
作も行っている。輪作だと年間平均５回で、
こまつな、みずなだけだと７〜８回は可能
である。圃場によっては単品の連作ではな
く、輪作を行っているので、現状では650
回転（延べ650作）の野菜栽培を行ってい
る。650作を計画通りハウス内で均等な生
育状態で栽培するのは至難の業である。

圃場には有機質肥料を投入し、化学肥料
の施用はわずかである。従って土壌が比較
的柔らかくねぎなどは収穫時に引き抜きや
すい。しかし、10〜15％ほど葉先が枯れる
ねぎが発生する。これらはパッケージセン
ターには出荷せず、規格外品として近隣の
ラーメン店15店舗に個人で販売している。

（３）野菜栽培の労働力
野菜栽培の労働力は社員６名、パート

25名、外国人技能実習生６名で行ってい
る。社員は20〜30歳であるが、パートは
30歳〜80歳までの方である。パートの中
には先代社長の時代から約40年間、雇用
されている人もいる。

しかし、パートの方は、ここ１、２年応
募が少なく、地元新聞に求人広告を出して
探している状態である。パートであっても
査定評価表を作っていて、Ａ〜Ｄまでのラ
ンキング表があり、勤務態度や作業量など
を評価して数十円単位で賃金に反映させて
いる。同じ作業でも成果は約２倍の格差が
ある。パートの労働意欲を喚起するために
も賃金に差を付けているという。

外国人技能実習生はフィリピン人５名と
中国人１名である。外国人技能実習生はバ
イタリティがあり、１人で日本人パートの
２人分くらいの作業ができる人もいる。

外国人技能実習生の研修期間は３年間
で、太郎グループが用意した専用の寮に住
んでいる。

（４）経営成果と中間管理職育成理念
前述のように平成27年度の販売額は

２億3700万円であったが、それに対応し
た最大のコストは人件費である。人件費以
外では、野菜栽培の肥料代、農薬代などの
資材費は全部で約1500万円にすぎない。
さらに、パッケージセンターに約5000万
円納めている。大規模経営では雇用型経営
になるので、人件費が最大の経費となり、
雇用者の確保、育成、管理が課題になる。

そのためには経営理念やビジョンの確立
が経営者には求められる。社員をはじめ
パート、外国人技能実習生の労働意欲を高
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めるハードとソフトの環境整備が経営者に
とっての最大の課題になっている。特に、
若い社員を中間管理職として育成すること
が重要であり、品目ごとにリーダーを指名
して中間管理職として育成中である。また
20名のパートの中から３名を班長として
選び、毎週１回の会議を開き、それぞれの
計画を共有している。

生産した野菜はパッケージセンターにほ
ぼ全量出荷しているが、一部のカットねぎ
と約２ヘクタールの露地キャベツについて
は、個人で出荷している分がある。ハウス
栽培だけだと特に夏場に農閑期が発生し、
社員、パート、外国人技能実習生の作業が
なくなる時期が発生するので、今後、有機
栽培の露地キャベツの拡大などを検討して
いる。

（５）借地対策と経営拡大戦略
当該地域でも農地所有者の高齢化により

農地流動化が発生する可能性がある。しか
も、当該地域は福岡県内でも有数の野菜栽
培が盛んな地域であるので、農地をめぐる
る借地競争が激しくなっている。近隣には
30ヘクタールの露地栽培や５ヘクタール
のハウス栽培により１億円の売上げを上げ
ている経営者が出現している。

土地は借地で現在も規模を拡大してい
る。地権者には高齢の方が多いので、世代
交代時に農地借用が困難になる危険性を内
包している。そのため農地を継承する子供
世代との付き合いも大切になってくる。世
代交代時に借地が解消されないように地権
者やその子供達との良好な関係の維持が経
営者の課題の一つである。幸い、近接農地
を借りて欲しいとの依頼もあるので、申し
出のある全ての農地について誠意をもって

借りることにしている。

（６）今後の展望
大坪政樹社長は、今後の経営展望として

以下のようなビジョンを持っている。まず
５年後には、①売り上げ３億円を達成し、
８品目の商品を提供する。②スタッフが向
上心とやりがいを持って仕事ができる環境
を作る。さらに10年後には売り上げ５億円
を達成し、10品目の商品を提供する。③独
立希望者を支援するプログラムを構築す
る。④生産者としての知識、経験、技術を
有する社員を育成し、取引先のニーズに素
早く対応できる職人集団を育成する。⑤一
部の圃場を顧客や地域に開放し、季節の野
菜作りなどの農業体験が出来るような環境
を作り、収穫祭などの交流イベントを行う。

そのためには作業工程表と生産マニュア
ルを作成し、５年後に従業員50名の組織
にして、品目、業務ごとに責任者を決めて、
責任者自らが計画を立案し、実行できる組
織作りを目指している。それを通して地域
の地権者から預かった土地を農地として生
かし、守っていき、企業の社会的責任を果
たすことを今後の経営方針としている。

５　大規模野菜生産・調製・販売法人の成
功要因と普及のための課題

一般に野菜生産は零細な家族経営で営ま
れている場合が多い。しかし、大規模経営
に成功している事例も散見される。大規模
野菜生産経営の成功要因を、本事例を通し
て考察すると以下の諸点が指摘できる。

①最近の生鮮野菜の販売は量販店での販
売が多くなっているが、消費者の世帯人数
の減少、単身世帯の増加、高齢者の増加な
どを背景として野菜包装が店舗により多様
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化し、また小袋化する傾向にある。
一方、都市に立地する卸売市場内の卸売

業者や仲卸業者は、その野菜包装の多様化
と小袋化に対応できなくなり、フード
チェーンの川上の野菜生産者や農協にそれ
を求めている。その要請に農協が応えられ
ない場合は、本事例のように農協から離脱
した生産者が独自にグループを組織して対
応する場合がある。

②そのグループが川下の要請に応えるた
めに、補助金などを得て、選果場あるいは
パッケージセンターを建設し、農村にいる
女性や高齢者などを労働者として雇用し、
多様で小袋化した商品を作るための調製作
業を行う。パッケージセンターでは、グ
ループ員の野菜を共選共販により均一な商
品にすることができ、大量に供給できるの
で、川下の量販店や外食店は多様な商品、
均一化された商品を大量に定期的に仕入れ
ることができ、消費者への安定的な供給が
可能になる。

③グループ員の農家は、選別・調製・包
装作業から解放されるので、圃場において
均一な野菜の生産に集中することが出来
て、規模拡大が可能になる。

④パッケージセンターが保冷集荷車を購
入することによって、生産者は出荷作業か
ら解放され、一段と規模拡大を志向するこ
とができる。

⑤保冷集荷車が１日に３〜４回グループ
員の分散した圃場を巡回して野菜を集荷す
るので、鮮度を維持したまま洗浄・調製が

可能になり、鮮度保持期間を伸ばすことが
可能になり、量販店や外食店からの厚い信
頼を獲得することができる。

本事例のようなケースを広く普及拡大さ
せるためには、次のような課題の解決が不
可欠である。

①川下の多様な要請に農協が対応できな
ければ、農家を組織してグループを形成
し、対応する方策がある。だが、それには
グループを統率するリーダーの発掘・育成
が必要である。

②リーダーは自己利益だけではなく、構
成員の利益にも充分に配慮し、組織利益の
最大化を追求する高い理念と熟慮された戦
略を持つことが重要である。

③生産者グループを指導し、補助金など
で支援する行政などの強力なバックアップ
が必要である。

④グループ員である各生産者は組織を信
頼し、共同化のメリットを発揮できるよう
に組織の発展に協力することが大切である。

⑤今後、農村では世代交代時に農地の流
動化が発生するので、各グループ員の圃場
に連坦した農地の集積に努め、グループ員
が規模拡大を図る必要がある。そのために
は近隣農家との信頼関係を醸成しておくこ
とが大切である。

⑥今後、農村において雇用者の確保が困
難になるので、外国人技能実習生の受け入
れと待遇に配慮した労務管理が、各生産者
とパッケージセンターの責任者には不可欠
な課題となる。
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